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（１）水道施設の計画的な整備

　浄水・配水施設の各設備機器は、規模や運転状況などを考慮した定期的な点検整備
による予防保全を行い長寿命化に努めております。
　これらの設備保全状況から得た情報に基づいて、電気・機械設備の更新周期を独自
に定め、関連設備との調整による事業費の平準化を図りながら計画的な更新を行い、
更新費用の低減化を図ります。
　また、管路については、法定耐用年数４０年が一つの目安となりますが、既存の管
路をできる限り活用することにより投資の無駄を省き、管路施設の経済的な管理を進
めるため、管種や埋設環境などの情報を基に実態に即した独自の更新サイクルを定め
ます。

◆使用可能年数による各設備機器の更新基準の設定◆【新規】
　状態監視保全による適切な維持管理を実施するものとし、構造物及び設備について
は法定耐用年数のおおむね⒈５倍から⒉０倍程度を基準として、令和２年度に検討し
更新基準を設定します。

主要施策①：更新基準年数の設定
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◆使用可能年数による管路の更新基準の設定◆【新規】
　管種及び埋設環境に応じ、法定耐用年数のおおむね⒈５倍から⒉０倍程度を基準と
して、令和２年度に検討し更新基準を設定します。

耐震継手ダクタイル鉄管の吊上げ試験
　（出典：日本ダクタイル鉄管協会） ポリエチレンパイプの吊上げ試験

　（出典：配水用ポリエチレンパイプシステム協会）

ダクタイル鋳鉄（左）と普通鋳鉄（右）の顕微鏡写真
　（出典：日本ダクタイル鉄管協会）
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　状態監視保全による維持管理手法をよりレベルアップするために、事後保全と予防
保全に分類し、修繕規模や修繕タイミングなど修繕基準を設定し、レベル別管理とす
る取組を進めます。

◆状態監視保全による修繕基準の設定◆【新規】
　施設・設備の修繕又は更新についての判断は、修繕規模や費用、修繕施設の経過年
数などを考慮した修繕支弁基準を定め、その運用を図ります。

主要施策②：レベル別修繕支弁基準の設定

老朽化した配水ポンプの修繕（予防保全）のようす
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　水道管は、水道総資産のうち約７割を占めており、今後、更新時期を迎える水道管
が年々増加し、その更新費用は今後の事業経営に大きな影響を与えるものとなります。
　このため、管路については、埋設環境や管種、漏水の発生状況等を踏まえ、安全性
を確保した上で法定耐用年数よりも長い実態にあったサイクルで更新します。
　実施に当たっては、埋設環境等に応じた実質的な使用可能年数や供用年数に基づき
一定周期ごとに更新等の対応を行う「時間計画保全」による計画的な更新を図ります。
　なお、配水管の更新は全て耐震管を採用し更新サイクルの長期化を図ります。

◆時間計画保全による計画的な更新の推進◆【新規】
　令和２年度に設定する更新基準に基づき、同年度から令和１１年度までの配水管の
更新計画を策定し計画的に整備します。

主要施策③：配水管の計画的な更新

老朽管布設替のようす
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　大規模な地震等の災害時においても、市役所や応急給水活動拠点の重要給水施設へ
の給水が継続できるよう、耐震管による専用の給水ルートを優先度を高めて整備しま
す。
　なお、整備に当たっては、市役所及び災害拠点病院等の地域防災計画で位置付けて
いる給水優先度が高い重要給水施設を優先的に整備します。

◆重要給水施設への耐震管による専用配水管の整備◆【新規】
　重要給水施設として、行政機関７施設、医療救護所３施設の合計１０施設について
耐震管による専用配水管の整備を計画的に実施します。
　★行政機関　・・・市役所、中央公民館、いちいのホール、川間中、
　　　　　　　　　　川間公民館、野田一中、中央出張所
　★医療救護所・・・小張総合病院、東葛飾病院、キッコーマン総合病院

主要施策④：重要給水施設への専用給水ルートの整備
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　施設等の安全性を確保した上で、法定耐用年数以上使用できる各種設備については、
適切な維持管理により長寿命化を図り、将来の更新需要の抑制を図ります。
　管理方法は、水道機能への影響が大きいものは予防保全に、比較的影響が小さいも
のは事後保全に分類し管理します。
　予防保全は、安心してご利用いただける水道を未来につなぐため、点検調査や診断
結果に基づき、その状態に応じた更新等の対応を行う「状態監視保全」により長寿命
化を図るとともに、突然機能停止することがないよう使用可能年数や供用年数に基づ
き一定周期ごとに更新等の対応を行う「時間計画保全」による計画的な更新を図ります。

◆予防保全による設備機器等の計画的な整備◆【継続】
　浄水・配水・送水設備の状態監視保全又は時間計画保全を実施します。

主要施策⑤：老朽設備の計画的な修繕・更新
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　上花輪浄水場は令和6年度までに休止又
は廃止する考えのため、取水・浄水・配水設
備の整備は、施設の状態を見極め必要最小
限の整備とします。
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（２）基幹施設の耐震化

　大規模な地震が発生した場合でも、その影響を最小限に抑え、水道システムとして
の機能を損なうことのないよう基幹施設である浄水・配水施設、配水池の耐震化を進
めます。

◆配水池の耐震化◆【新規】
　配水池の更新及び耐震化には多額の費用を要します。
　そのため「持続：主要施策⑪◆浄水・配水場の統廃合等の検討◆」の結果を踏まえ、
事業費の平準化を考慮して計画的に整備します。

主要施策⑥：浄水・配水施設の計画的な耐震化

◆浄水・配水施設の耐震化◆【新規】
　「持続：主要施策⑪◆浄水・配水場の統廃合等の検討◆」の結果を踏まえ、耐震補強
が必要な浄水・配水施設の耐震診断を実施し耐震化を図ります。
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　大規模な地震が発生した場合でも、お客様に途絶えることなく水道水を安定して供
給できるよう導水管の耐震化を図り、断水被害を最小限にとどめる強靭な水道を目指
します。

◆導水管の耐震化◆【新規】
　東金野井浄水場系の導水管を計画的に整備します。

主要施策⑦：基幹管路の計画的な耐震化

東金野井浄水場　管理棟＆ろ過機
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（３）災害対策

　施設、設備、管路等の水道施設の老朽化に伴う水道クライシスの高まりによる断水
リスクや頻発する想像を超えるような自然災害の脅威を踏まえると、耐震化の整備促
進策や危機管理計画等のこれまでの危機管理対応ではカバーしきれない側面が否定で
きません。
　そのため、これまで進めてきた「需要主導型の水管理」から、断水時の水供給がで
きない不測の事態においても、最低限の飲料水を配給できる損失軽減策を主軸とする
「リスク管理型の水管理」に転換を図り、災害等の非常事態時においても水の安心給水
ができる取組を進めてまいります。
　あわせて、持続的安定経営を維持するため需要と供給の両面に存在する不確定要素
を考慮して、過度な乖離がでないよう水需給バランスの総合的監視を実施します。

◆災害や事故などに伴う断水時の水配給バックアップ機能の充実◆【継続】
　災害などにより断水が発生した場合、市内７４か所全ての避難所に配備するために
備蓄している３００㍑のローリータンクにより、迅速かつ的確に水配給を行います。

主要施策⑧：リスク管理型の水管理

木間ケ瀬浄水場
　北千葉送水管バイパス回路

※バイパス回路により、木間ケ瀬浄水場の
機能が停止した場合、関宿全地域が断水と
なるリスクが回避されました。

３００㍑のローリータンク 給水車から３００㍑のローリータンクへ
水道水を入れるようす

125



第6章　基本目標実現のための主要施策第6章　基本目標実現のための主要施策

第
六
章

強
靭
強
靭

第
六
章

◆災害時などの非常事態時における水確保策の強化◆【新規】
　地震災害などにより水道管が破損した場合、配水池の水道水を流出させないために
緊急遮断弁を設置しております。
　緊急遮断弁により野田市の配水池及び北千葉広域水道企業団の貯水槽で確保できる
水量は約３３,０００㎥となります。
　また、令和２年度から令和６年度に、新たな配水池を整備することにより合計
約４０,０００㎥ ※1 の水道水が確保されます。
　このことにより、野田市地域防災計画に基づく応急給水に必要な水量である、災害
発生からの１０日分としての最低必要水量３１‚０００㎥を大幅に上回る水量が確保さ
れます。

中根配水場　緊急遮断弁

東金野井浄水場 緊急遮断弁

※1 新たな配水池の容量は「持続：主要施策⑪◆配水池及び送配水設備等の整備◆」において検討する
こととなっておりますが、現在の上花輪浄水場の配水池容量以上を計画することとしておりますの
で、合計約40,000㎥以上が確保されます。
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◆漏水などによる一時的断水時の給水対応◆【継続】
　漏水や配水管布設替工事により一時的に断水となる場合にあっても、現在備えてあ
る給水車や給水袋・ポリタンクにより給水への対応強化を図ります。

◆需要と供給の水需給バランスの総合的監視◆【新規】
　北千葉広域水道企業団との協定水量に伴う受水コストと表流水の浄水コストを比較
検討し、水需要に対しての供給水量を考慮した水需給バランスを総合的に監視します。
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◆事故・災害時の対応力の強化◆【新規】
　災害発生時に迅速な対応が図れるよう、職員及び関係機関、民間事業者と危機管理
マニュアルに基づく防災訓練等を実施し、災害対応力の向上に努めます。

　地震等の災害時に備え、「野田市地域防災計画」に基づき災害対策を進めます。
　この中には水道部の活動も記載されておりますが、水道部危機管理マニュアルに基
づき、あらゆる災害に対する組織体制を更に明確にし、災害発生時の初動体制を迅速
かつ的確に行います。
　また、災害発生時などに水道水確保のための応急対策を迅速かつ確実に実施するた
め、適切な災害対応が実施できる体制の構築と各種マニュアルが現実的なものとして
機能させるため内容を点検・検証し、必要に応じて見直しを行います。
　このほか、マニュアルに基づいた訓練を行うなど職員の災害対応力の向上に努め、
スムーズな危機対応が図られるよう取り組みます。

◆危機管理マニュアルの見直し◆【継続】
　関係機関及び民間事業者との協定内容の変更、新規民間企業との災害時応援協定の
締結などに基づき危機管理マニュアルの見直しを行います。

主要施策⑨：危機管理体制の強化
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◆給水車等を活用した応急給水訓練の実施◆【新規】
　給水車や非常用給水袋等を活用した応急給水訓練を実施し、災害対応力の強化に努
めます。

◆問合せ対応の強化◆【継続】
　災害や事故などにより漏水・断水等が生じた場合及び赤水が発生した場合などには、
臨時電話回線を開設し対応の強化を図ります。

応急給水訓練のようす

漏水復旧訓練のようす
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◆応急給水設備等の整備と充実◆【新規】
　災害時等の応急給水活動に必要な給水車・給水タンク・非常用給水袋及び給水栓や
配水池から直接給水タンクに水道水を補充できる水中ポンプ等の設備の整備と充実を
図ります。

◆応急復旧資機材の確保◆【新規】
　災害時の応急復旧対応に必要となる資機材については、民間事業者との応急復旧対
応等の協力及びレンタル資機材の提供に関する協定により優先的確保に努めます。

　防災備品や資機材が調達できる仕組みを整えることにより、災害時等に必要となる
応急給水や応急復旧対応が迅速にできるようになります。
　そのため、災害時の応急復旧時に優先的に資機材が調達できるよう、引き続き供給
体制の充実に努めます。
　また、給水活動に必要な給水車、給水タンク、ポリタンク、非常用給水袋などにつ
いても引き続き確保するとともに、車両や発電機等についても確実に確保するものと
し、更に民間事業者との協力体制の拡大も検討し充実を図ります。

主要施策⑩：事故・災害時における復旧体制の強化

給水車と給水タンク

給水車
購入
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第
六
章◆協力・応援協定の拡大の検討◆【新規】

　現在、災害時相互応援協定等を締結している事業体のほか、新たな水道事業体との
間における応急給水活動や応急復旧活動などの協力・応援協定の可能性について検討
します。

　災害時に近隣事業体や関係機関との協力体制ができるように、相互応援協定を締結
しておりますが、今後においても協力体制の更なる充実を図るため災害時の協力・応
援協定の拡大に努めます。
　また、災害時における職員の行動力向上のため、災害協定に基づく協力体制の内容
等の確認を再度徹底し万全を期します。

◆職員に対する災害協定に基づく協力体制の再確認◆【継続】
　災害協定に基づく協力体制の内容の確認や協定締結先への連絡方法・担当部署等の
確認を定期的に行うことにより、水道部の職員の危機対応力の強化を図ります。

主要施策⑪：災害時における近隣事業体等との広域連携

協定

復旧
工事

給水車
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　災害時には、水道管が破損し断水や漏水が発生するおそれがあります。
　一般的に１人１日３リットルの飲料水が必要とされており、日頃から万一に備えて
各家庭などにおいて、飲料水を確保することが必要とされております。
　そのため、災害時に困らないための情報や飲料水の備蓄の必要性、備蓄方法などを
継続的に情報発信します。

◆災害時の備えに対するパンフレットの作成及び啓発◆【新規】
　災害に備えて、ご家庭で日頃から行っていただきたいことや飲料水の備蓄の必要性
及び備蓄方法を整理したパンフレットを作成し、水道週間などのイベントにおいて防
災意識の啓発に努めます。

主要施策⑫：防災に関する啓発の推進

災害に
備えよう 災害に備えよう
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　野田市の地形的な条件により、浄水場や配水場から自然流下での送水・配水ができ
ません。
　したがって、停電によってポンプが停止すると送水・配水ができなくなり断水が必
須となります。
　このため、自家発電設備は必要不可欠となります。今後とも、自家発電設備の機能
が万全な状態を維持するための点検整備を継続して実施します。
　また、老朽化や機能低下など、状態監視保全による把握により長寿命化を図る取組
を進めるとともに、計画的な更新を行います。

◆自家発電設備の点検整備による機能維持◆【継続】
　停電による断水という事態を避けるために、自家発電設備は経過年数に応じた点検
整備や更新を行い機能維持を図ります。

主要施策⑬：停電への対応の強化

東金野井浄水場　自家発電設備 中根配水場　自家発電設備
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（４）渇水対策の推進

　野田市の水道は、計画１日最大給水量の約９６％を江戸川の表流水に依存しており
ます。
　渇水対策に大きく寄与するダムの整備も進んでおり、八ッ場ダムの完成により、渇
水のリスクは軽減されておりますが、それでも地球温暖化などの気候変動の影響によ
る渇水リスクは否定できません。
　そのため、渇水を想定した対応策を考えておかなければなりません。
　また、渇水時には、お客様の協力が必要不可欠となりますので、お客様に渇水情報
を的確かつ迅速に提供し、節水のご協力をお願いしてまいります。

◆渇水情報の迅速な入手◆【継続】
　渇水時期には利根川流域のダム情報を毎日入手するとともに、北千葉広域水道企業
団からの情報も随時入手します。

◆節水協力依頼の徹底◆【継続】
　渇水による取水制限が発令された場合には、広報車やホームページなどでの節水協
力の呼びかけや公共施設への節水依頼を行います。

主要施策⑭：渇水への対応策の強化

平成 28 年度利根川水系における渇水の状況　出典：国土交通省
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投資計画
・浄配水設備の整備
・管路施設の整備
・施設の維持管理

財政計画
・水需要の予測
・収益的収支
・資本的収支

持続可能な水道事業の実現
・経営基盤の強化
・財政マネジメントの向上
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　本市水道事業は、市民や事業者の皆様へ安全かつ安定した水道水を供給し、持続可
能な水道事業経営の実現を目指すため、長期的な展望による地域水道ビジョンである
「野田市水道事業長期計画（平成２４年度から平成４２年度まで）」を平成２３年１２
月に策定し、これに併せて、最新の環境変化を反映した計画期間を３年間とする野田
市水道事業財政計画に基づき、水道事業の運営に努めております。
　しかし、近年の地球環境や社会情勢は、頻発する自然災害や生活スタイルの変化、
節水型機器の普及、人口減少に伴う水需要の減少、水道施設の老朽化の進展など、水
道事業を取り巻く環境は大きく変化しております。
　これらの環境の変化に対応すること及び当初計画からほぼ中間地点に差し掛かった
ことを踏まえ、令和２年度を初年度とする「水道ビジョン 野田」を策定しました。
　「水道ビジョン 野田」では、本市の水道事業を取り巻く環境の総合分析を行い、その
上で未来のあるべき姿をイメージして基本目標を設定し、その実現に向けた主要施策
及び具体的な取組を掲げております。
　今後も厳しい経営環境が予想される中、持続可能な水道事業を維持するためには、
現状把握、分析及び将来予測を行うとともに事業及び経営の目標を設定し、より中長
期的な経営の取組や財政収支の見通しなどを明らかにする必要があります。
　そのため、計画期間を１０年間とする「野田市経営戦略」を新たに策定し、経営基
盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組んでまいります。

７．１　策定の趣旨

　本計画は、総務省から通知された「経営戦略の策定推進について」（平成２８年１月
２６日）において策定が求められております。
　なお、本計画は「水道ビジョン 野田」の基本理念を新しい時代の中において実現さ
せるための計画であり、「水道ビジョン 野田」に掲げる将来像の実現を目指します。

７．２　位置付け
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　計画期間は、「水道ビジョン 野田」の計画推進期間と同じ令和２年度から令和１１年
度までの１０年間とします。

７．３　計画期間

　本市水道事業は、人口減少や節水型機器の普及、生活スタイルの変化等の影響を受け、
水需要は減少傾向から離脱できず、これに比例して給水収益の減収により、必要な財
源確保が難しい状況下にあります。
　さらに、人口低密度化という逆風に加え、普及率が９７％を超えていることもあり、
マーケット拡大の限界域に直面している中での経営は一段と厳しさを増しております。
　一方、急速に進む設備や管路等の老朽化による更新費用は増大の一途をたどってい
ることに加え、激甚化する大規模災害の頻発など、これまでに経験したことのない多
くの課題が押し寄せてきております。
　これらの状況を踏まえると、老朽化による構造的変化に対応しつつ、自然災害など
の不連続変化にも対応しなければならないため、今後、膨大な費用と時間を要するこ
とへの対応が最大の課題となります。
　また、多種多様なリスクがもたらす財務的影響を最小限に抑えるためには、経営管
理型リスクマネジメントの手法をコントロールツールとして活用し、安定経営の持続
性を高めていくことが必要となります。
　このような状況下にあるものの「料金改定はできる限り回避する」という考え方に
立ち、水道の三原則である「清浄」、「豊富」、「低廉」を愚直に守り実行していかなけ
ればなりません。
　これらの認識の下、限られた資源の中で将来の不確実性にも対応するためには、「何
かが足りない中でモノをつくる、サービス向上を図る」という企業家精神の原点に立
ち「水道ビジョン 野田」に掲げる「安全・持続・強靭」の三つを柱として、体系的か
つ総合的な視点で理想的な水道事業の構築に向けた施策の推進を図ってまいります。

７．４　経営の基本方針
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　本計画の策定に当たり、今後の財政収支試算及び投資試算を基に、経営戦略の計画
期間が終了する令和１１年度末までに達成すべき経営目標として次の三つを設定しま
す。

（１）内部留保資金の確保
　安定経営及び災害などの非常時への備えのための財源確保及び将来において増
加すると見込まれる水道施設の更新需要に対する計画的な整備を図るための財源
確保として、内部留保資金残高を３０億円以上確保する。

（２）企業債発行額上限の設定
　今後、環境の変化等に伴う事業の推進や、優先的に進めなければならない水道
施設の拡充・改良に対する財源としての企業債発行総額は、将来の世代に過度な
負担を残さないために４０億円を上限とする。

（３）純利益の確保
　企業債の償還等に必要な財源を安定的に確保し、現行の水道料金を維持するこ
とを必須要件とした健全な財政収支バランスを維持するために、長期前受金戻入
を除く当年度純利益を１億円以上確保する。

７．５　経営目標の設定
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（１）給水人口の予測
　本市において、近年の人口は平成２３年度をピークに年々減少しており、野田
市総合計画の将来人口推計においては令和２年から令和１２年までに約２％の人
口減少になると見込まれております。
　水道事業における給水人口は、平成２４年度をピークに減少に転じ、その後も
若干の増減を繰り返しながら減少している状況であり、行政区域内人口と同様に
将来においても減少傾向が続くものと見込んでおります。
　将来の給水人口については、市総合計画の将来人口を基に直近の普及率約
９⒎２％をベースに、加入促進などの事業施策により市水道への転換を見込んで
約９⒎８％まで上昇すると予測し給水人口を推計しました。

７．６　事業環境
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（２）水需要の予測
　過去１０年間の年間有収水量は、平成２２年度をピークに減少傾向にありまし
たが、平成２７年度から平成２９年度においては人口減少が続く中であったもの
の、有収水量が増加に転じるという変化が起きています。また、同期間の年間給
水量においても同様の傾向が見られております。
　この現象は、節水型機器の普及や節水意識の向上による生活用水の減少傾向に
あったものの、景気回復基調が追い風となったこと、また、企業の景気に伴う変
動や気候変動による水道水利用が影響しているものと考えられます。
　将来においての水需要は、直近の給水量データ及び口径別・用途別の有収水量
データを基に予測し、年間有収水量及び年間給水量は緩やかな減少傾向になると
推計しました。

140



第7章　経営戦略第7章　経営戦略

第
七
章

第
七
章

（３）料金収入の見通し
　水道料金においては、平成２１年度に北千葉広域水道企業団の受水費の値下げ
により、当市の水道料金（基本料金及び従量料金）を約７％値下げしたことに伴
い低迷しておりますが、有収水量と比例して、平成２７年度から平成２９年度に
かけて微増ではありますが増加に転じております。
　将来における水道料金の収入見込みは、現行の水道料金を据え置くことを前提
とした上で、直近の口径別の水道料金データから予測し、また、老朽管の布設替
や漏水防止対策などの事業により有収率の向上を加味し推計しました。
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（４）施設の見通し
① 施　設
　本市の水道施設は、平成１５年６月６日の野田市・関宿町の合併により水道
事業を統合し、市内には合計６浄水・配水場で水道事業の運営を行ってまいり
ました。
　平成１９年１２月に関宿地域の水道施設の効率化を図るため、関宿台町浄水
場を休止し、現在は５浄水・配水場の施設を運営しております。
　今後は老朽化が進む上花輪浄水場の休止又は廃止時期の検討や全施設の統廃
合を検討し、水道システムの再構築を図ります。
　また、施設や設備においては予防保全又は事後保全に分類し、予防保全によ
るものは、点検調査や診断結果に基づき、その状態に応じた更新・修繕を行う「状
態監視保全」及び使用可能年数や供用年数に基づき一定周期ごとに更新を行う
「時間計画保全」により維持管理を図ります。
　さらに、設備機器については更新サイクルに基づく施設整備計画による事業
の推進及び更新費用の平準化を図り、経営バランスを維持した中で効率的に施
設管理を実施します。

② 管　路
　平成２９年度末の管路布設延長は、配水・導水・送水管合計で約９５９㎞と
なっており、耐震化率は約２⒍５％となっております。
　今後も経年化した老朽管や漏水頻度が多い管路の布設替えを計画的に実施す
るとともに、更新サイクルに基づく施設整備計画による事業の推進及び更新費
用の平準化を図り、経営バランスを維持した中で更新事業を実施します。
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　（５）組織体制の見通し
　水道事業は、経営、経理、料金、契約、広報、建設、浄水、水質、給配水、維持管理、
計画など様々な分野の業務で構成されており、各業務において専門性の高い職
員を適切に配置することが求められております。
　本市の平成３０年４月１日現在においての業務及び職員構成は、業務課は庶
務係・財務係・業務係の３係、工務課は工務係・給水係・浄水係の３係の
計２課６係で構成されており、職員数は事務職２０人・技術職８人の計２８人
（職員定数27人・再任用１人）の組織体制となっております。
　今後「水道ビジョン 野田」に掲げる理想像及び主要施策を達成するためには、
将来においても現在の組織・職員体制は維持していく必要があると考えており
ます。
　なお、平成 31 年 4 月 1 日、野田市職員定数条例の一部改正により、水道
企業事務局職員定数は28人となっております。
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　投資・財政計画の策定に当たっては、施設や管路の耐用年数の見直しなどを行い、
経営の効率化・健全化の取組を踏まえた投資と財源の試算を行い、今後、増大する更
新事業費の縮減と平準化を図り、本計画期間１０年間の投資・財政計画を策定しました。

（１）投資計画
　管路については、これまでに改良工事として早急に取り組むべき経年化による
老朽管の更新工事及び漏水が多発する地域の工事を優先的に進め、また、拡張工
事では未整備地域の配水管整備を進めてまいりました。
　早急に取り組むべき配水管の布設替えは、令和元年度で完了したことから、今
後の管路に関する投資は、使用可能年数による更新サイクルに基づき計画的な整
備を進めます。
　浄水・配水施設については、設備・機器の規模や運転状況などを考慮した定期
的な点検整備による予防保全を行い、長寿命化を進めてまいりました。
　今後も継続して予防保全策を推進しつつ長寿命化に努めるとともに、使用可能
年数による更新サイクルに基づく更新費用の平準化策を促進し、計画的な整備に
努めます。

　本計画期間の主な投資内容は、老朽管路の更新（耐震管）及び重要給水施設へ
の耐震管による専用配水管の整備及び水道施設管理棟（お客様センター）の建設
並びに新たな配水施設の整備となります。

７．７　投資・財政計画
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投資額の推移

【有収水量と給水収益】

（２）財政計画
① 水需要予測と給水収益
　「7．6事業環境（２）水需要の予測」において推計した、年間有収水量及び、
過去の口径別の有収水量に対する給水収益の実績値に基づき、現行の水道料金
を維持することを必須要件として、当計画期間の給水収益の予測を行いました。
　これにより、平成２９年度の２７億６ ,０００万円から令和１１年度には
２８億２,３００万円となり、１３年間で僅かな増加と見込んでおります。
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【収益的収支】

経常費用の内訳

② 収益的収支
　当計画期間においての経常収益は、「①水需要予測と給水収益」のとおり、
給水収益は僅かに増加となりますが、将来においては、宅地開発の減少や人口
減少に伴い、給水申込納付金が落ち込むものと予測し、平成２９年度の３２億
６ ,４００万円から令和１１年度には３１億５ ,８００万円となり、１３年間で
約１億円の減少と見込んでおります。
　経常費用については、老朽化が進む上花輪浄水場の休止又は廃止時期を想定
し、その浄水処理等に係る費用は削減及び縮減となるものの、老朽化した管路
や施設・設備の更新需要への投資により減価償却費が増加に推移することから、
平成２９年度の２７億４ ,０００万円から令和１１年度には２８億９ ,１００万
円となり、１３年間で約１億５,０００万円の増加と見込んでおります。

※各年度の純利益には「長期前受金戻入」が含まれております。
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【資本的支出と内部留保資金残高】

③ 資本的収支
　今後、増加する管路、設備等の更新費用の財源については、国・県の補助金
が見込めない中、給水サービス水準の維持向上及び施設機能を維持するために、
施設の拡充及び改良に取り組んでいかなければなりません。
　当計画期間では、管路、設備等の使用可能年数による更新サイクルを基に、
投資の合理化により事業費の縮減と更新費用の平準化を図ることで投資額を抑
制した計画としておりますが、環境の変化等に伴い事業費が増加した場合につ
いては、企業債の発行で対応する計画としております。
　これまで本市では、企業債の発行は平成１２年度以降行っておらず、現在の
発行残高は令和１１年度で完済となることから、新たな企業債の発行は将来の
世代に過度な負担を残さないために上限額を設定しております。
　また、当計画期間の中で優先的に進めなければならない事業があることから、
令和４年度までは内部留保資金残高が減少すると見込んでおりますが、それ以
降については企業債の借入れや更新費用の平準化策により、内部留保資金残高
は増加に転じると見込んでおります。
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【資本的収支】
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　これからも一層、人口減少に伴う水需要の減少や水道施設老朽化の進行など、水道
事業を取り巻く環境は大きく変化していくことが予想されております。
　また、地震や気候変動など抗うことのできない変化や水質事故など、これまでに経
験のない予測不能なリスクも予想されております。
　こうした環境の変化や予測不能なリスクは、時代の流れとともに著しく変化してい
くことを、これまでの事象を踏まえて実感しているところであります。
　しかし、水道事業に携わる立場は、市民や事業者の皆様へ安全かつ低廉で安定した
水を供給し、ライフラインの最も大切な要素である「絶え間なく送り続ける継続性」、
そして「将来にわたる継続性」を担保できるよう取り組んでいくことが最大の責務で
あると考えます。
　この最大の責務を果たすために、「計画の立案→立案した計画の実施→実施した事業
の評価→有効性の確認及び見直し→計画の立案・・・・・」という、いわゆるＰＤＣＡ
サイクルにより、臨機応変に社会状況や環境の変化に対応することが重要と考えます。

８．１　水道ビジョン 野田の策定に当たっての留意点

150


